
 

医 政 発 １ ０ ３ ０ 第 ４ 号 

 令 和 ２ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日 

 

 

 各都道府県知事 殿 

 

                      厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行為

及び同項第４号に規定する特定行為研修に関する省令の施行等について」

の一部改正について 

 

特定行為に係る看護師の研修制度の内容や具体的な運用基準等については、「保健

師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号に

規定する特定行為研修に関する省令の施行等について」（平成２７年３月１７日付け

医政発０３１７第１号厚生労働省医政局長通知。以下「局長通知」という。）により

示しているところである。第２５回医道審議会保健師助産師看護師分科会看護師特

定行為・研修部会での議論を踏まえ、領域別パッケージ研修に新たに集中治療領域

を追加することとなった。これを受け、局長通知について別添の新旧対照表のとお

り改正し、本日から適用することとしたため通知する。 

本改正に係る指定申請等における様式については、下記のとおりである。なお、

「保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第

４号に規定する特定行為研修に関する省令の一部を改正する省令」（平成３１年４月

２６日付け平成３１年厚生労働省令第７３号）の公布に伴う変更の届出とその経過

措置については、「「保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特

定行為及び同項第４号に規定する特定行為研修に関する省令の施行等について」の

一部改正について」（令和元年５月７日付け医政発０５０７第７号厚生労働省医政局

長通知）の記の２の（３）～（５）で示したとおり変更はないため、ご留意頂きた

い。 

貴職におかれては、御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関

係団体等に対して周知に努めるなど、引き続き、本制度の円滑な実施に御協力をお

願いする。 

 

記 

 

令和２年３月２７日付け局長通知による一部改正後の様式について、令和２年

１１月３０日までの間、提出することが出来る。 
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保健師助産師看護師法第 37条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号に規定する特定行為研修に関する省令の施行等について（平成 27年３月 17

日付け医政発 0317第１号厚生労働省医政局長通知）（抄） 新旧対照表                             （傍線部分は改正部分） 

新 旧 

医政発０３１７第１号 

平成２７年３月１７日 

一部改正 平成２９年１１月８日 

一部改正 令和元年５月７日 

一部改正 令和元年１０月２９日 

一部改正 令和２年３月２７日 

一部改正 令 和 ２ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日 

 

各都道府県知事 殿 

 

保健師助産師看護師法第 37条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号

に規定する特定行為研修に関する省令の施行等について 

 

 

(前文略) 

 

記 

 

第１ （略） 

第２ 特定行為研修省令の内容及び具体的な運用基準 

１．用語の定義 ～ ４．特定行為区分 （略） 

５．特定行為研修 

（１）特定行為研修の基準 

特定行為研修は、看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされ

る実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能の向

上を図るための研修であって、特定行為区分ごとに特定行為研修の基準に適合す

るものであること。 

特定行為研修の基準は、次のとおりであること。（改正後の法第３７条の２第２

項第４号、特定行為研修省令第５条並びに別表第３及び別表第４関係） 

①～②（略） 

医政発０３１７第１号 

平成２７年３月１７日 

一部改正 平成２９年１１月８日 

一部改正 令和元年５月７日 

一部改正 令和元年１０月２９日 

一部改正 令和２年３月２７日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

保健師助産師看護師法第 37条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号

に規定する特定行為研修に関する省令の施行等について 

 

 

(前文略) 

 

記 

 

第１ （略） 

第２ 特定行為研修省令の内容及び具体的な運用基準 

１．用語の定義 ～ ４．特定行為区分 （略） 

５．特定行為研修 

（１）特定行為研修の基準 

特定行為研修は、看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされ

る実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能の向

上を図るための研修であって、特定行為区分ごとに特定行為研修の基準に適合す

るものであること。 

特定行為研修の基準は、次のとおりであること。（改正後の法第３７条の２第２

項第４号、特定行為研修省令第５条並びに別表第３及び別表第４関係） 

①～②（略） 

別添 
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③ 区分別科目のうち講義又は演習にあっては、別紙４に掲げる特定行為区分に応

じて当該特定行為区分ごとに定める時間数以上であること。 

 

④区分別科目における実習は、必要な症例数を経験するものに限ること。 

⑤～⑨ （略） 

（２）～（４） （略） 

（５）留意事項 

①（略） 

②特定行為研修の内容関係 

５．（１）②及び③に関連して、共通科目の各科目の時間数には、各科目の評価

に関する時間を含めて差し支えないこと。区分別科目のうち講義又は演習の時間

数には、当該科目の評価のうち筆記試験に関する時間も含めて差し支えないこと。

また、共通科目の各科目及び区分別科目の講義又は演習に要する時間数は、受講

者の準備状況を踏まえ、当該科目に必要な時間数を満たす範囲内で、指定研修機

関において適切に設定すること。 

５．（１）④に関連して、区分別科目の実習は、患者に対する実技を原則とし、

当該指定研修機関が設定した特定行為研修の到達目標が達成されるよう、行為の

難度に応じて５例又は１０例程度の必要な症例数を指定研修機関において適切に

設定すること。なお、患者に対する実技を行う実習の前には、ペーパーシミュレ

ーション、ロールプレイ、模擬患者の活用、シミュレーターの利用等のシミュレ

ーションによる学習を行うこと。ただし、これらは実習の症例数には含まないこ

と。 

各指定研修機関において必要と考える専門的な内容について、各指定研修機関

の判断により特定行為研修の内容に追加することは差し支えないこと。 

③～⑤ （略） 

 

６．指定研修機関 

（１）～（３）（略） 

（４）変更の届出 

指定研修機関は、当該指定研修機関に関する次に掲げる事項に変更が生じたと

きは、その日から起算して１月以内に、その旨を指定研修機関変更届出書（様式

２）により厚生労働大臣に届け出なければならないこと。（改正後の法第３７条の

４、特定行為研修省令第９条関係） 

③ 区分別科目のうち講義又は演習にあっては、別紙４に掲げる特定行為区分に

応じて当該特定行為区分ごとに定める時間数以上であること。また、区分別科

目の実習は必要な症例数を経験するものに限ること。 

④ 区分別科目における実習は、患者に対する実技を含めること。 

⑤～⑨ （略） 

（２）～（４） （略） 

（５）留意事項 

①（略） 

②特定行為研修の内容関係 

５．（１）②及び③に関連して、共通科目の各科目の時間数には、各科目の評価

に関する時間を含めて差し支えないこと。区分別科目のうち講義又は演習の時間

数には、当該科目の評価のうち筆記試験に関する時間も含めて差し支えないこ

と。また、共通科目の各科目及び区分別科目の講義又は演習に要する時間数は、

受講者の準備状況を踏まえ、当該科目に必要な時間数を満たす範囲内で、指定研

修機関において適切に設定すること。 

５．（１）④に関連して、区分別科目の実習は、患者に対する実技を含めること

とし、当該指定研修機関が設定した特定行為研修の到達目標が達成されるよう、

行為の難度に応じて５例又は１０例程度の必要な症例数を指定研修機関におい

て適切に設定すること。なお、患者に対する実技を行う実習の前には、ペーパー

シミュレーション、ロールプレイ、模擬患者の活用、シミュレーターの利用等の

シミュレーションによる学習を行うこと。ただし、これらは実習の症例数には含

まないこと。 

各指定研修機関において必要と考える専門的な内容について、各指定研修機関

の判断により特定行為研修の内容に追加することは差し支えないこと。 

③～⑤ （略） 

 

６．指定研修機関 

（１）～（３）（略） 

（４）変更の届出 

 指定研修機関は、当該指定研修機関に関する次に掲げる事項に変更が生じたと

きは、その日から起算して１月以内に、その旨を指定研修機関変更届出書（様式

２）により厚生労働大臣に届け出なければならないこと。（改正後の法第３７条の

４、特定行為研修省令第９条関係） 
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①～②（略） 

③実施する特定行為研修（領域別パッケージ研修を含む）の内容 

 

④～⑧（略） 

（５）～（１３）（略） 

（１４）留意事項 

①～③（略） 

④ 変更の届出関係 

 ６．（４）に関連して、指定研修機関変更届出書（様式２）は、当該指定研修機

関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

６．（４）①に関連して、施設の名称及び所在地の変更の場合について、施設の

移転、分割、統合等を伴う場合は、指定の取消し及び新規指定に該当する場合が

あるので留意すること。 

６．（４）②に関連して、特定行為区分について変更の届出が必要な場合として

は、特定行為区分に係る特定行為研修の休止、廃止及び休止後の再開が該当する

こと。 

６．(４)③に関連して、実施する特定行為研修の内容の変更を届け出る場合に

あっては、変更後の特定行為研修計画を指定研修機関変更届出書（様式２）に添

えること。なお、指定研修機関が領域別パッケージ研修を実施、休止、廃止及び

休止後に再開する場合は、研修の内容の変更に該当すること。 

また、６．（４）⑦に関連して、特定行為研修の指導者及びその担当分野の変更

を届け出るに当たり、指導者の所属や役職のみの変更の場合には届出は省略でき

ること。 

⑤～⑪（略） 

７．施行期日等 （略） 

第３ 留意事項（略） 

 

（別紙１）～（別紙３）（略） 

（別紙４） 

区分別科目の内容 

区分別

科目名 

時間 

（計） 

特定行

為名 

特定行為区分に含まれる

特定行為に共通して学ぶ

べき事項 

特定行為ごとに学ぶべき

事項 

①～②（略） 

③実施する特定行為研修の内容（指定研修機関が領域別パッケージ研修を実施す

る場合を含む） 

④～⑧（略） 

（５）～（１３）（略） 

（１４）留意事項 

①～③（略） 

④ 変更の届出関係 

 ６．（４）に関連して、指定研修機関変更届出書（様式２）は、当該指定研修機

関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

６．（４）①に関連して、施設の名称及び所在地の変更の場合について、施設の

移転、分割、統合等を伴う場合は、指定の取消し及び新規指定に該当する場合が

あるので留意すること。 

６．（４）②に関連して、特定行為区分について変更の届出が必要な場合として

は、特定行為区分に係る特定行為研修の休止、廃止及び休止後の再開が該当する

こと。 

 ６．(４)③に関連して、実施する特定行為研修の内容の変更を届け出る場合に

あっては、変更後の特定行為研修計画を指定研修機関変更届出書（様式２）に添

えること。なお、指定研修機関が領域別パッケージ研修を実施する場合、研修の

内容の変更に該当すること。 

また、６．（４）⑦に関連して、特定行為研修の指導者及びその担当分野の変更

を届け出るに当たり、指導者の所属や役職のみの変更の場合には届出は省略でき

ること。 

⑤～⑪（略） 

７．施行期日等 （略） 

第３ 留意事項（略） 

 

（別紙１）～（別紙３）（略） 

（別紙４） 

区分別科目の内容 

区分別

科目名 

時間 

（計） 

特定行

為名 

特定行為区分に含まれる

特定行為に共通して学ぶ

べき事項 

特定行為ごとに学ぶべき

事項 



 

- 4 - 

内容 時間 内容 時間 

（略） 

創傷管

理関連 
３４ 

褥
じょく

瘡
そう

又

は慢性

創傷の

治療に

おける

血流の

ない壊

死組織

の除去 

１．皮膚、皮下組

織(骨を含む）

に関する局所

解剖 

２．主要な基礎疾

患の管理 

３．全身・局所の

フィジカルア

セスメント 

４．慢性創傷の

種類と病態 

５．褥
じょく

瘡
そう

の分類、

アセスメント・

評価 

６．治癒のアセス

メントとモニタリ

ング（創傷治

癒過程、TIME

理論等） 

７．リスクアセスメ

ント 

８．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と栄養

管理 

９．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と体圧

分散 

１２ 

１．褥瘡
じょくそう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の目的 

２．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の適応と禁忌 

３．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

に伴うリスク（有

害事象とその対

策等） 

４．DESIGN-Rに準

拠した壊死組織

の除去の判断 

５．全身状態の評

価と除去の適性

判断（タンパク

量、感染リスク

等） 

６．壊死組織と健常

組織の境界判断 

１４ 

内容 時間 内容 時間 

（略） 

創傷管

理関連 
３４ 

褥
じょく

瘡
そう

又

は慢性

創傷の

治療に

おける

血流の

ない壊

死組織

の除去 

１．皮膚、皮下組

織(骨を含む）

に関する局所

解剖 

２．主要な基礎疾

患の管理 

３．全身・局所の

フィジカルア

セスメント 

４．慢性創傷の

種類と病態 

５．褥
じょく

瘡
そう

の分類、

アセスメント・

評価 

６．治癒のアセス

メントとモニタリ

ング（創傷治

癒過程、TIME

理論等） 

７．リスクアセスメ

ント 

８．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と栄養

管理 

９．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と体圧

分散 

１２ 

１．褥瘡
じょくそう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の目的 

２．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の適応と禁忌 

３．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

に伴うリスク（有

害事象とその対

策等） 

４．DESING-Rに準

拠した壊死組織

の除去の判断 

５．全身状態の評

価と除去の適性

判断（タンパク

量、感染リスク

等） 

６．壊死組織と健常

組織の境界判断 

１４ 
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１０．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と排泄

管理 

１ １ ．DESIGN-R

に基づいた治

療指針 

１２．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷の診療のア

ルゴリズム 

１３．感染のアセ

スメント         

１４．褥
じょく

瘡
そう

の治癒

のステージ別

局所療法 

１５．下肢創傷の

アセスメント 

１６．下肢創傷の

病態別治療 

１７．創部哆開創

のアセスメントと

治療 

７．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の方法 

８．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療におけ

る血流のない壊死

組織の除去に伴う

出血の止血方法 

創傷に

対する

陰圧閉

鎖療法 

（略） 

８ 

（略） 

計 ３３５  １２７  ２０８ 

 

（別紙５） 

共通科目の各科目及び区分別科目の研修方法 

【共通科目】 

 全ての共通科目において、講義及び演習を行うものとすること。 

 臨床推論では医療面接、フィジカルアセスメントでは身体診察手技の実習を行う

ものとすること。医療安全学及び特定行為実践の実習では、医療安全及びチーム

１０．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷治癒と排泄

管理 

１ １ ．DESIGN-R

に基づいた治

療指針 

１２．褥
じょく

瘡
そう

及び創

傷の診療のア

ルゴリズム 

１３．感染のアセ

スメント         

１４．褥
じょく

瘡
そう

の治癒

のステージ別

局所療法 

１５．下肢創傷の

アセスメント 

１６．下肢創傷の

病態別治療 

１７．創部哆開創

のアセスメントと

治療 

７．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療にお

ける血流のない

壊死組織の除去

の方法 

８．褥
じょく

瘡
そう

及び慢性

創傷の治療におけ

る血流のない壊死

組織の除去に伴う

出血の止血方法 

創傷に

対する

陰圧閉

鎖療法 

（略） 

８ 

（略） 

計 ３３５  １２７  ２０８ 

 

（別紙５） 

共通科目の各科目及び区分別科目の研修方法 

【共通科目】 

 全ての共通科目において、講義及び演習を行うものとすること。 

 臨床推論では医療面接、フィジカルアセスメントでは身体診察手技、医療安全学

では医療安全、特定行為実践ではチーム医療に関する実習を行うものとするこ



 

- 6 - 

医療について、いずれか一方又は両方を行うものとすること。 

 

科目 研修方法 

臨床病態生理学 
講義 

演習 

臨床推論  

講義 

演習 

実習（医療面接） 

フィジカルアセスメント 

講義 

演習 

実習（身体診察手技） 

臨床薬理学 
講義 

演習 

疾病・臨床病態概論 
講義 

演習 

医療安全学 
講義 

演習 

実習（医療安全、チーム医療） 特定行為実践 

【区分別科目】 （略） 

 

（別紙６） 

５．（１）⑧に関連し、特定行為研修の一部を免除した研修 

（領域別パッケージ研修） 

（略） 

１．～５． （略） 

 

６． 集中治療領域 

特定行為区分の

名称 
特定行為 

研修を修了した

看護師が実施可

能な特定行為か

否か 

研修の免除

の可否 

呼吸器（気道確保

に係るもの）関連 

経口用気管チューブ又は経

鼻用気管チューブの位置の
○ － 

と。 

 

科目 研修方法 

臨床病態生理学 
講義 

演習 

臨床推論  

講義 

演習 

実習（医療面接） 

フィジカルアセスメント 

講義 

演習 

実習（身体診察手技） 

臨床薬理学 
講義 

演習 

疾病・臨床病態概論 
講義 

演習 

医療安全学 
講義 

演習 

実習 特定行為実践 

【区分別科目】 （略） 

 

（別紙６） 

５．（１）⑧に関連し、特定行為研修の一部を免除した研修 

（領域別パッケージ研修） 

（略） 

１．～５． （略） 

 

（新設） 
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調整 

呼吸器（人工呼吸

療法に係るもの）

関連 

侵襲的陽圧換気の設定の変

更 
○ － 

非侵襲的陽圧換気の設定の

変更 
× 免除可 

人工呼吸管理がなされてい

る者に対する鎮静薬の投与

量の調整 

○ － 

人工呼吸器からの離脱 ○ － 

循環器関連 

一時的ペースメーカの操作

及び管理 
○ － 

一時的ペースメーカリード

の抜去 
× 免除可 

経皮的心肺補助装置の操作

及び管理 
× 免除可 

大動脈内バルーンパンピン

グからの離脱を行うときの

補助の頻度の調整 

× 免除可 

栄養に係るカテ

ーテル管理（中心

静脈カテーテル

管理）関連 

中心静脈カテーテルの抜去 ○ － 

動脈血液ガス分

析関連 

直接動脈穿刺法による採血 × 免除可 

橈骨動脈ラインの確保 ○ － 

循環動態に係る

薬剤投与関連 

持続点滴中のカテコラミン

の投与量の調整 
○ － 

持続点滴中のナトリウム、カ

リウム又はクロールの投与

量の調整 

○ － 

持続点滴中の降圧剤の投与

量の調整 
○ － 

持続点滴中の糖質輸液又は × 免除可 
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電解質輸液の投与量の調整 

持続点滴中の利尿剤の投与

量の調整 
× 免除可 

 

（別紙７）～（別紙８） （略） 

様式１ 

様式２ 

様式３ 

様式４ 

様式５ 

様式６ 

様式７ 

様式８ 

参考 

 

 

 

 

（別紙７）～（別紙８） （略） 

様式１ 

様式２ 

様式３ 

様式４ 

様式５ 

様式６ 

様式７ 

様式８ 

参考 

 


